
企 業 会 計 予 算



（単位  千円）
収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平成31年度滋賀県モーターボート競走事業会計予算実施計画

１

１２,９６６

１０,３７２

２１,４８６

２,５５０２

使 用 料

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

モーターボート競走事業収益

備　　　　　　　考

２

３３,７００,０００

３６,１８２,０００

場間場外発売事務受託収益

３

３６,１３４,６２６

２,３２６,７８０

項 目

４７,３７４

１０７,８４６

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

４ 雑 収 益

２

１ 開 催 収 益

モーターボート競走事業



（単位  千円）

費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

１

２

支払利息および企業債取扱諸

２,３２４,１０２

資 産 減 耗 費

総 係 費

３６０,７７２５ 減 価 償 却 費

３６４,６４９２

１００６

ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費

２７０,０９０

３６,１６９,３００

３５,８２０,０４４

３２,５００,３３１１ 開 催 費

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１ 営 業 費 用

款 項 目

モーターボート競走事業

１ モーターボート競走事業費用

繰 出 金

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費

３

４

４,３４９

３

１６,５３０４

３００,０００

２８,３７７

雑 支 出

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３４９,２５６



（単位  千円）

２２７,３４５

５３,１５５２

目

建 設 改 良 費

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

１

資 本 的 支 出

モーターボート競走事業

１,３２０１ 基 金 積 立 金

２ 企 業 債 償 還 金

２０３,６３５１ 企 業 債 償 還 金

３ 投 資 １,３２０

２０３,６３５

備　　　　　　　考

１

３ ３６,４６４

１３７,７２６

予　　　　定　　　　額

４３２,３００

リ ー ス 債 務 支 払 費

固 定 資 産 購 入 費

施 設 改 良 費



（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

３

減 価 償 却 費 ３６０,７７２

資 産 減 耗 費 １００

モーターボート競走事業

平成31年度滋賀県モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 １２,７００

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ １０,３７２

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ２,５５０

引 当 金 の 増 減 額 △ １０,１５３

未 払 金 の 増 減 額 １０,４４２

小 計 ２６８,９９７

支 払 利 息 ２８,３７７

未 収 金 の 増 減 額 △ １２０,３１９

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ２４３,１７０

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ２,５５０

利 息 の 支 払 額 △ ２８,３７７

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １２４,９１１

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ ３６,４６４

基 金 積 立 に よ る 支 出 △ １,３２０

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １２６,２３１



建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る △ ２０３,６３５
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ２４０,０９９

モーターボート競走事業

資 金 期 首 残 高 １,４８２,９４０

資 金 期 末 残 高 １,３５９,７８０

資 金 増 加 額 △ １２３,１６０



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

前 年 度

比　　較

モーターボート競走事業

合 計

－

区　　分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

2,396

△ 718

18－

△ 362

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

164,168

64,944

資 本 勘 定 支 弁 職 員

62,889

－

127,833

手　当　の　内　訳

法 定 福 利 費
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

26,74368,614

－

24,056

手 当

62,889

特 別 職

18

－ －

職 員 数

－

一 般 職

－ 18

68,811

－

64,944

－

2,661

時 間 外 勤 務
手 当

－

－－

151,889

24,056

△ 2,687

137,425

特殊勤務手当

127,833

－

151,889

164,168

－

137,425

5,492 17,886

住 居 手 当 期 末 手 当

－

－

1,422

△ 5,725

16,556 11,751

－ －

 －

勤 勉 手 当

△ 9,592

△ 9,592

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員  －

－

68,811 26,743

2,916

資 本 勘 定 支 弁 職 員

地 域 手 当

合 計 18

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －

本 年 度

扶 養 手 当

68,614

△ 5,725

－

△ 3,867

△ 1,330△ 18

△ 3,867

12,279

△ 528

△ 12,279

△ 12,279

9,504

9,504

通 勤 手 当

2,043

△ 2,687

－

2,043

－

△ 255

1,440

5,1301,678

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

－ －



千円 千円 千円 千円 千円

モーターボート競走事業

管 理 職 手 当

940

7,080

△ 1,235

本 年 度

前 年 度

－ －

420

比　　較

2,151

2,151

420

休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

区　　分

8,315

△ 1,059

退 職 手 当

720

児 童 手 当

△ 220

1,773

2,832



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

一般会計と同じ

その他の増減分

　　　　　

－ －

　 改定実施時期　　 　 　        　平成30年４月１日
 扶養手当

現 に 在 職 す る 職 員

前年度

－18本 年 度

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

区　　分 計

18

比　　較

給 料

△ 5,195

△ 5,725 443

区 分

△ 3,867

手 当

162

職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

1,166

△

増 減 額

　　２　給料および手当の増減額の明細

モーターボート競走事業

△ 6,168

－ 18

－

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成30年４月１日
 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

5,195千円

18

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年12月１日



 153,000

行 政 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

 310,139

区 分

高 校 卒

平均給与月額 大 学 卒

 418,187

 187,200

区 分

モーターボート競走事業

37.7

平 均 年 齢

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成29年12月１日現在

平成30年12月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

行 政 職

（単位　円・歳）

行 政 職

一般会計の制度

平均給料月額

39.5

 187,200 366,662

 292,928  153,000

平 均 年 齢



 4

 18

4

 18

11.1

モーターボート競走事業

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

5.6

22.2

22.2

区 分
職　員　数

行 政 職

　　　(3) 級別職員数

 3

 3

 1

16.6

６ 級

 2

5.6

７ 級

 4

 1

構　成　比

（単位　人・％）

22.2

 4

5.6

5.6

11.1

100.0

 1

 1

100.0計

11.1

 2

22.2

 2

５ 級

２ 級

１ 級

２ 級

４ 級

３ 級

３ 級

22.2

６ 級

５ 級

４ 級

16.7

１ 級

計

７ 級

 4



1 級

主 査

係 長

主 事

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

参 事 主 幹

（困 難）

 1

主 事

3 級

 (高 度）（困 難）
係 長

 12

 3

 1

 1

主任主事
（困 難）

2 級4 級

主任主事

課 長

号 給 数 別 内 訳

 18

(B)/(A) 88.9

4 号 給

(B)/(A)

モーターボート競走事業

8 号 給

比 率

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

(A)

2 号 給

課長補佐

 3

課長補佐

 18

 10

行 政 職

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

行 政 職区 分

職 員 数

6 号 給

 －

2 号 給

本

年

度

 15

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

8 号 給

職 員 数

4 号 給

6 号 給

前

年

度

区 分

(A)

5 級

（困 難）

7 級 6 級

83.3

 16

主 幹



支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

有

（平成30年12月１日現在　単位　％・円）

(1.175)
2.225

職制上の段階、職務の

行 政 職

支給額の多い手当

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.225

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分

モーターボート競走事業

6,134支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度

1.7

100.0

前 年 度

公営競技開催業務手当

有

級等による加算措置

(1.075)
2.125

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

(2.30)
4.40

(1.175)
2.225

(1.225)
2.275

　　　(5) 特殊勤務手当

6 月
備 考

公営競技開催業務手当

12 月

（単位　月）

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.35)
4.45

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

25年勤続の者

47.709

備 考
そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

24.586875

20年勤続の者

モーターボート競走事業

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等 33.27075

（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

24.586875 47.709 47.709

47.709
（2％～45％加算）

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

33.27075

（単位　月）



（単位  千円）

平成28年度 19,500

平成30年度まで 平成33年度まで

平成31年度 17

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 構 築 業 務 平成29年度から 946 平成31年度から 1,437 － － 1,437

モーターボート競走事業

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

平成31年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平　成　32　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

建 物 ６,０３５,７８５

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ４０,４１６△         ２６２,８００

車 両 お よ び 運 搬 具 ８０９

機 械 お よ び 装 置 ２３１,１８４

減 価 償 却 累 計 額 ５６,４３０△         １７４,７５４

減 価 償 却 累 計 額 １,０３６,２５４△    ４,９９９,５３１

構 築 物 ３０３,２１６

減 価 償 却 累 計 額 ４７,１４６△         １０９,５３９

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

減 価 償 却 累 計 額 ３６６△              ４４３

工 具 器 具 お よ び 備 品 １５６,６８５

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 １,３２９△           １,２５５

モーターボート競走事業

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,２１３,４６４

減 価 償 却 累 計 額 ７４,２６１△         １７８,５２５

固 定 資 産 合 計 ７,４１４,８４４

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

基 金 １,２０１,３８０

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２０１,３８０



２

３

イ

イ

４

イ

イ

５

モーターボート競走事業

３３８,３００

流 動 資 産

資 産 合 計 ９,１１２,９２４

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 １,６９８,０８０

(1) 現 金 預 金 １,３５９,７８０

３,３２０,４１９

固 定 負 債

建設改良費等の財源に充てるための ３,３２０,４１９
企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 収 金

(1) 企 業 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 １３８,１０４

引 当 金 合 計 １３８,１０４

固 定 負 債 合 計 ３,４５８,５２３

流 動 負 債

９５,０００

流 動 負 債 合 計 ９２３,８６２

建設改良費等の財源に充てるための １７８,４５７
企 業 債

企 業 債 合 計 １７８,４５７

賞 与 等 引 当 金 １２,０９６

引 当 金 合 計

(2) 未 払 金 ６３８,３０９

１２,０９６

(4) 預 り 金

(3) 引 当 金

繰 延 収 益



６

７

イ

ロ

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計 ５４,８６０

負 債 合 計 ４,４３７,２４５

収 益 化 累 計 額 ３７,３４０△         ５４,８６０

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １２,７００

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

モーターボート競走事業

資 本 合 計 ４,６７５,６７９

負 債 資 本 合 計 ９,１１２,９２４

５７６,５３５

剰 余 金 合 計 ５８９,２３５

利 益 剰 余 金 合 計 ５８９,２３５



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 101,325千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

モーターボート競走事業

注 記

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）



  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成31年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成31年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として26,038千円を支給するため、退職給付引当金18,334千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

１

２

３

４

(1) 開 催 収 益 ３４,４００,０００

モーターボート競走事業

平成30年度滋賀県モーターボート競走事業予定損益計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

営 業 収 益

(3) そ の 他 営 業 収 益 １１３,３１３ ３６,６８１,０９３

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 収 益 ２,１６７,７８０

営 業 費 用

(1) 開 催 費 ３２,７８９,０１０

(3) ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費 ２,１３０,７２３

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費 ３０６,６１３

(6) 資 産 減 耗 費 ３２ ３５,８７７,０８９

(4) 総 係 費 ２６８,９０３

(5) 減 価 償 却 費 ３８１,８０８

営 業 利 益 ８０４,００４

営 業 外 収 益

(2) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ２,１３８

(1) 使 用 料 ２０,７１６

(4) 雑 収 益 １４,６２０ ５４,０７０

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １６,５９６

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ３３,５１３

(2) 繰 出 金 ２００,０００

経 常 利 益

(3) 雑 支 出 ６００,２７７ ８３３,７９０

２４,２８４

７７９,７２０△

当 年 度 純 利 益 ２４,２８４



モーターボート競走事業

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２４,２８４



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

(1) 有 形 固 定 資 産

モーターボート競走事業

平成30年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

建 物 ６,０２８,２３９

減 価 償 却 累 計 額 ７５５,９５５△       ５,２７２,２８４

構 築 物 ２４１,２１６

減 価 償 却 累 計 額 ２３,４６９△         ２１７,７４７

機 械 お よ び 装 置 １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額 ３７,６２０△         １３７,９０４

車 両 お よ び 運 搬 具 ８０９

減 価 償 却 累 計 額 １８３△              ６２６

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 ８８６△              １,６９８

工 具 器 具 お よ び 備 品 １０７,６４０

減 価 償 却 累 計 額 ２７,８１０△         ７９,８３０

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ４９,５０８△         ２０３,２７８

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,３９９,９８４

固 定 資 産 合 計 ７,６００,０４５

基 金 １,２００,０６１

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２００,０６１



２

３

イ

イ

４

イ

イ

１,４８２,９４０

(2) 未 収 金 ２１７,９８０

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

流 動 資 産 合 計 １,７００,９２０

資 産 合 計 ９,３００,９６５

建設改良費等の財源に充てるための ３,４９８,８７６

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金 １４９,３５８

企 業 債

企 業 債 合 計 ３,４９８,８７６

引 当 金 合 計 １４９,３５８

固 定 負 債 合 計 ３,６４８,２３４

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ２０３,６３４
企 業 債

企 業 債 合 計 ２０３,６３４

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４６４

(4) 引 当 金

(3) 未 払 金 ５７８,４２８

(5) 預 り 金 ９５,０００

賞 与 等 引 当 金 １０,９９５

引 当 金 合 計 １０,９９５

流 動 負 債 合 計 ９２４,５２１

モーターボート競走事業



５

６

７

イ

ロ

モーターボート競走事業

収 益 化 累 計 額 ２６,９６９△         ６５,２３１

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計 ６５,２３１

負 債 合 計 ４,６３７,９８６

建 設 改 良 積 立 金 ５５２,２５１

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２４,２８４

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計 ５７６,５３５

負 債 資 本 合 計 ９,３００,９６５

剰 余 金 合 計 ５７６,５３５

資 本 合 計 ４,６６２,９７９



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 115,744千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

注 記

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

モーターボート競走事業



  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成30年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として18,385千円を支給するため、退職給付引当金17,024千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

４ 雑 収 益

３ 受 託 事 業 収 益

２

１ 維 持 管 理 負 担 金

琵琶湖流域下水道事業

備　　　　　　　考

２

８,５０６,２７６

２２,５１０,５００

他 会 計 補 助 金

４

８,６９７,２８４

９０,１２７

項 目

１３,８１３,２１６

４３１

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

１００,４５０

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

琵琶湖流域下水道事業収益

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平成31年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業会計予算実施計画

１

４５,１５２

１１,５１４,５８０

１０

２,２５３,４７４２

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入



（単位  千円）

費

費

１３９,０５５

７,０１１,０２８管渠費・ポンプ場費・処理場

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

４２０,１２１

資 産 減 耗 費

１３,７３１,６２６

２２,３６４,８００

２１,３６５,８３９

４ 減 価 償 却 費

１００,４５０２

１０２,６１４５

１

そ の 他 特 別 損 失

８２２,６８７

３７,２１９

営 業 費 用

款 項 目

琵琶湖流域下水道事業

１ 琵琶湖流域下水道事業費用

特 別 損 失３

１

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１

受 託 事 業 費

３ 総 係 費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３７,２１９

９６１,７４２

１

２

支払利息および企業債取扱諸



（単位  千円）

２８９,８０８１ 県 出 資 金

３,８４３,７４０

３,８２８,６５６１ 国 補 助 金

琵琶湖流域下水道事業

３ 補 助 金

１,４８５,４５２４ 負 担 金

１,４８５,４５２１ 建 設 負 担 金

１５,０８４

備　　　　　　　考

２８９,８０８

資 本 的 収 入 お よ び 支 出
（収　　 　入）

款 項 目 予　　　　定　　　　額

２ 出 資 金

１ 企 業 債

１ 資 本 的 収 入

２ 他 会 計 補 助 金

３,５１５,４００

３,５１５,４００１ 企 業 債

９,１３４,４００



（単位  千円）

琵琶湖流域下水道事業

備　　　　　　　考

１

３ ４４,２９１

６,７７８,５９６

２３８,７０３建 設 総 務 費

予　　　　定　　　　額

１１,８８８,２００

固 定 資 産 購 入 費

２

建 設 事 業 費

８,７１６１ 他会計からの長期借入金償還金

２ 企 業 債 償 還 金

４,８１７,８９４１ 企 業 債 償 還 金

３ 他会計からの長期借入金償還金 ８,７１６

４,８１７,８９４

１

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

７,０６１,５９０

目

建 設 改 良 費



（単位  千円）

１

２

１３,８３８

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ３,１６４

国 補 助 金 に よ る 収 入 ３,５１２,５２８

１０５,３００

２１,２８１

未 収 金 の 増 減 額 △

４,４２３,４２１

長 期 預 り 金 の 増 減 額 △

未 払 金 の 増 減 額

 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２５,４２４当 年 度 純 利 益

平成31年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）

減 価 償 却 費 １３,７３１,６２６

１１,５１４,５８０

支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費

１０２,６１４

引 当 金 の 増 減 額

資 産 減 耗 費

△

５３,９８７

長 期 前 受 金 戻 入 額

３,１７１,６６８

８２２,６８７

８３,８４２

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 △ １０

４９,９０３

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２,３４８,９９１

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

琵琶湖流域下水道事業

市 町 か ら の 建 設 負 担 金 に よ る 収 入 １,３３９,７８９

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △

小 計

△ ８２２,６８７

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 １０

利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額



３

資 金 期 末 残 高 ５,９３５,００８

資 金 増 加 額 １,７６７,１５９

資 金 期 首 残 高 ４,１６７,８４９

一 般 会 計 か ら の 借 入 金 の 償 還 に よ る 支 出 △ ８,７１６

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １,０２１,４０２

た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３,５１５,４００

一 般 会 計 か ら の 出 資 金 に よ る 収 入 ２８９,８０８

△ ４,８１７,８９４建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

４３９,５７０

琵琶湖流域下水道事業

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－

琵琶湖流域下水道事業

54

手　当　の　内　訳 比　　較 △ 354 1,100 690 25,940 17,227 1,775 △ 648

前 年 度 7,395 17,301 2,748 54,633 37,168

特殊勤務手当

本 年 度 7,041 18,401 3,438 80,573 54,395 11,360 － 54

109,797
－

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 単身赴任手当

合 計 － 12,426 87,147 99,573 10,224

75,045
－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (－) 4,719 26,292 31,011 3,741 34,752

361,709 81,860 443,569
 65

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 7,707 60,855 68,562

30

合 計 －  (5) 218,922 142,787

287,401
 35

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 83,133 43,078 126,211 29,957 156,168

553,366
 65

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (4) 135,789 99,709 235,498 51,903

33,698 190,920
30

合 計 －  (4) 231,348 229,934 461,282 92,084

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 87,852 69,370 157,222

143,496 160,564 304,060 58,386 362,446
 35

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (3)

（△　 　1）

（△　 　1）

6,483

－

9,585 648



千円 千円 千円 千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

比　　較 25,850 189 16,768 △ 1,390

前 年 度 1,944 6,761 － 4,550

本 年 度 27,794 6,950 16,768 3,160

琵琶湖流域下水道事業

区　　分
時 間 外 勤 務
手 当

管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

前年度

一般会計と同じ

地方公営企業会計基準の適用に伴う退職給付引当金および賞与引当
金の計上

その他の増減分

 給料の改定率 0.2％
 　改定実施時期 平成30年４月１日

手 当 87,147  49,699

37,448

琵琶湖流域下水道事業

 勤勉手当
 　改定実施時期

前 年 度 63 2 65

比　　較 － － －

そ の 他 計

本 年 度 63 2 65

8,794 職 員 構 成 の 異 動 等

 8,794千円 区　　分 現 に 在 職 す る 職 員

給 料 12,426  471

前年度

 3,161

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

平成30年４月１日

 　改定実施時期 平成30年12月１日

 扶養手当



 323,621平均給料月額

 429,444平成29年12月１日現在 平均給与月額

43.5平 均 年 齢

 187,200平成30年12月１日現在 平均給与月額 大 学 卒

44.4平 均 年 齢

行 政 職

 305,371  153,000  153,000平均給料月額 高 校 卒

一般会計の制度
区 分 行 政 職

（単位　円）　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳）

区 分 行 政 職

琵琶湖流域下水道事業

　　３　給料および手当の状況

　　　(2) 初　任　給

 404,372  187,200



 (5)
計 100.0

58

２ 級 15.5

３ 級 29.4

４ 級 17.2

５ 級 8.6

9６ 級 15.5

７ 級 5.2

計 100.0

１ 級 13.3

２ 級 16.7

３ 級 23.3
 14

４ 級 15.0

５ 級 11.7

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

６ 級 13.3

７ 級 5.0

行 政 職

８ 級 1.7

区 分
職　員　数 構　成　比

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

 1

 (3)
 9

 (1)

 60
 (4)

８ 級 1.7

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

1

17

10
 (1)

琵琶湖流域下水道事業

１ 級 6.9

5

9

4

 3

 8

 7

 10

 8

 3

 (4)



比 率 (B)/(A) 78.5

 36
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  10

8 号 給  2

職 員 数 (A)  65

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  51

2 号 給  3

4 号 給

 7

8 号 給  2

比 率 (B)/(A) 66.2

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  43

2 号 給  2

4 号 給  32
号 給 数 別 内 訳

6 号 給

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

区 分 行 政 職

職 員 数 (A)  65

課長補佐 主 幹 係 長 主任技師 技 師
（困 難） （困 難） （困 難） （困 難）

主 事
主 査

7 級

行 政 職 主任主事
（困 難）

参　　事

4 級 3 級 1 級2 級

技 監

琵琶湖流域下水道事業

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

区 分 8 級 6 級 5 級

（高 度）

主　　幹 主任主事
主任技師

課長補佐 係 長

課 長 主 事
（高 度）
技 師



公害調査等業務手当

公害調査等業務手当

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

 (2.35)
 4.45

有

琵琶湖流域下水道事業

本 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

 (2.35)
 4.45

有

前 年 度
(1.075)
2.125

(1.225)
2.275

 (2.30)
 4.40

有

　　　(6) 期末手当・勤勉手当 （単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計 職制上の段階、職務の 備 考
6 月 12 月 級等による加算措置

支給額の多い手当

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

500支給対象職員１人当たり平均支給月額

区 分 行 政 職

0.0給 料 総 額 に 対 す る 比 率

7.8支 給 対 象 職 員 の 比 率

　　　(5) 特殊勤務手当 （平成30年12月１日現在　単位　％・円）



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同区 分

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　　(8) その他の手当

支　　　　給　　　　率　　　　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

琵琶湖流域下水道事業

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考



（単位　千円）

琵琶湖流域下水道事業

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

限 度 額

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間 金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

528,000 132,000流 域 下 水 道 建 設 事 業 792,000

平成33年度まで

132,000－  － 平成32年度から 792,000

流 域 下 水 道 建 設 事 業 175,500 －  － 平成32年度から 175,500 29,200 117,000 29,300

平成32年度から 565,400 96,700 372,000 96,700565,400 －

234,500 117,300117,200

330,000 －  － 平 成 32 年 度

96,900 －  － 平 成 32 年 度 96,900

湖南中部浄化センター水
処理設備改築更新工事

湖南中部浄化センター水 平成33年度まで
処理施設等耐震補強工事

湖南中部浄化センター電

流 域 下 水 道 建 設 事 業  －

平成33年度まで
気設備改築更新工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 469,000 －  － 平 成 32 年 度 469,000

湖南中部守山栗東雨水幹
線管渠工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 82,500 165,000330,000 82,500

湖南中部中部第一幹線須
田工区人孔増設工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 16,100 64,600 16,200

湖西浄化センター重力濃
縮設備改築更新工事



  

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間 金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

5,000 2,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 10,000 2,500－  － 平 成 32 年 度 10,000

385,000

流 域 下 水 道 建 設 事 業 30,000 －  －

流 域 下 水 道 建 設 事 業 132,000 －  － 平 成 32 年 度 132,000 33,000 66,000 33,000

67,000流 域 下 水 道 建 設 事 業 67,000 －  － 平 成 32 年 度

36,000 －  － 平 成 32 年 度

東北部浄化センター水処
理施設耐震診断業務

流 域 下 水 道 建 設 事 業 67,500 250,000 67,500385,000 －  － 平 成 32 年 度

東北部浄化センター水処
理施設増設工事

5,000 20,000 5,000平 成 32 年 度 30,000

人孔等耐震補強工事
東北部浄化センター放流

東北部木之本西幹線山本
３工区管渠工事

16,700 33,500 16,800

東北部彦根南第二幹線彦
富工区管渠工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 9,000 18,000 9,00036,000

東北部愛東東幹線上岸本
６工区管渠工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 14,400 －  － 平 成 32 年 度 14,400 3,600 7,200 3,600

東北部愛東西幹線稲枝マ
ンホールポンプ設備工事



琵琶湖流域下水道事業

126,000 －  － 平 成 32 年 度 126,000 31,500 63,000 31,500流 域 下 水 道 建 設 事 業

東北部湖東幹線中里１工

流 域 下 水 道 建 設 事 業 10,000 －  － 平 成 32 年 度 10,000

脱臭機械設備改築更新工

流 域 下 水 道 建 設 事 業 36,000 －  － 平 成 32 年 度

高島浄化センター水処理

事

24,000

 － 平 成 32 年 度 120,000

48,000

－  － 平 成 32 年 度 61,000

区管渠工事

2,500 5,000 2,500

高島浄化センター水処理
施設効率化調査業務

6,000 24,000 6,00036,000

流 域 下 水 道 建 設 事 業 4,700 14,600 4,70024,000 －  － 平 成 32 年 度

高島浄化センター水処理
脱臭電気設備改築更新工
事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 20,000 80,000 20,000120,000 －

高島浄化センター汚泥処
理棟脱水電気設備増設工
事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 9,40048,000 －  － 平 成 32 年 度 29,200 9,400

高島浄化センター管理棟
電気設備改築更新工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 11,000 39,000 11,00061,000

高島浄化センター揚水ポ
ンプ棟等耐震補強工事



  

今津ポンプ場等電気設備

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間 金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

流 域 下 水 道 建 設 事 業 106,000 －  － 平 成 32 年 度 106,000 26,500 53,000 26,500

改築更新工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 20,000 －  － 平 成 32 年 度 20,000 5,000 10,000 5,000

琵琶湖流域下水道基本計
画効率化検討業務

流 域 下 水 道 建 設 事 業 1,212,000 －  － 平成31年度から 1,010,000 168,300 673,333 168,367

湖南中部浄化センター電 平成32年度まで
気設備工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 1,730,400 －  － 平成31年度から

1,718,400

1,299,000 216,500 866,000 216,500

湖西浄化センター汚泥処 平成32年度まで

－  － 平成31年度から 1,434,000

理設備改築更新工事

239,000 956,000 239,000流 域 下 水 道 建 設 事 業

湖西浄化センター受変電 平成32年度まで
設備等改築更新工事

流 域 下 水 道 建 設 事 業 1,807,000 －  － 平成31年度から 1,807,000 324,800 1,157,333 324,867

東北部浄化センター汚泥 平成33年度まで
焼却設備改築更新工事

204,000流 域 下 水 道 建 設 事 業 204,000 －  － 平成31年度から

高島浄化センター汚泥処 平成32年度まで
理棟機械設備増設工事

34,000 136,000 34,000



 

琵琶湖流域下水道事業

38,500 154,186 38,594流 域 下 水 道 建 設 事 業 276,000 －  － 平成31年度から 231,280

高島浄化センター汚泥処 平成32年度まで
理監視制御設備改築更新

公営企業会計事務等労働者派遣業務 13,674 －  － 平成31年度から 13,674

平成32年度まで

 －公 営 企 業 会 計 事 務 支 援 業 務 748 －  － 748

平成25年度から 2,148,251 平成31年度から 3,492,743
業

357,346

工事

 －  － 13,674

 －平 成 32 年 度 748

 － 45,000下水処理水放流先水域環境分析調査業務 45,000 －  － 平 成 32 年 度

10,054 －  － 平 成 32 年 度 10,054

 －45,000

 －  － 10,054
経営計画策定業務
琵琶湖流域下水道湖南中部処理区第９期

琵琶湖流域下水道汚泥燃料化施設整備事  －  － 3,492,743

平成30年度まで 平成47年度まで

平成31年度

平成27年度 470,265

平成24年度 9,000,000



 

 

 

  

平成29年度

 －  － 7,326,217

1,051,000

( 東 北 部 浄 化 セ ン タ ー )
平成32年度まで

管理業務
 －  － 596,571

( 湖南中部浄化センター )

 －  － 26,002

( 湖南中部浄化センター )

 － 99,176 －

平成31年度 14,060

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

1,235,494

期 間 金 額 期 間 金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

琵琶湖流域下水道汚泥焼却設備維持管理 平 成 30 年 度 690,166 平成31年度から 1,235,494  －  －
業務

平成32年度まで

平成29年度 2,297,000

99,176 －  － 平 成 32 年 度 99,176琵琶湖流域下水道ばいじん収集運搬業務
および処分業務

びリサイクル処分業務
26,002 －  － 平 成 32 年 度 26,002琵琶湖流域下水道汚泥収集運搬業務およ

平 成 30 年 度 348,942 平成31年度から 596,571琵琶湖流域下水道汚泥焼却溶融設備維持

5,913平成31年度

琵琶湖流域下水道汚水汚泥処理維持管理 7,326,217 －  － 平成32年度から 7,326,217
業務

平成34年度まで



 

琵琶湖流域下水道事業

平成30年度まで 平成33年度まで

 －  － 172,751

 －  － 856,340

平成34年度まで
線管渠維持管理業務

理包括的維持管理業務

3,367,223

 －  －

 －  －

1,481,333琵琶湖流域下水道高島処理区汚水汚泥処 1,481,333 －  － 平成32年度から 1,481,333

琵琶湖流域下水道東北部処理区汚水汚泥 3,367,223 －  － 平成32年度から 3,367,223

琵琶湖流域下水道湖西処理区汚水汚泥処 2,116,139 －  － 平成32年度から 2,116,139  －  － 2,116,139
理包括的維持管理業務

平成34年度まで

平成34年度まで
処理包括的維持管理業務

平成34年度まで

856,340 －  － 平成32年度から 856,340琵琶湖流域下水道中継ポンプ場および幹

平成29年度から 114,254 平成31年度から 172,751琵琶湖流域下水道（矢橋帰帆島公園およ
び苗鹿公園に限る。）管理運営委託

平成31年度 1,370

285,635平成28年度



（単位  千円）
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(1) 有 形 固 定 資 産

琵琶湖流域下水道事業

平成31年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定貸借対照表

（平　成　32　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 １９,９０３,７７４

建 物 １２,７９２,８７６

減 価 償 却 累 計 額 ５７３,３２７△       １２,２１９,５４９

構 築 物 ２０６,３４８,０２１

減 価 償 却 累 計 額 ７,０５５,９０７△    １９９,２９２,１１４

機 械 お よ び 装 置 ５２,６７８,０１４

減 価 償 却 累 計 額 ６,０８２,８７２△    ４６,５９５,１４２

車 両 お よ び 運 搬 具 ８,０５６

減 価 償 却 累 計 額 ６６２△              ７,３９４

工 具 器 具 お よ び 備 品 ９２,２１０

減 価 償 却 累 計 額 １４,００１△         ７８,２０９

建 設 仮 勘 定 ６,８１５,６８５

有 形 固 定 資 産 合 計 ２８４,９１１,８６７

(2) 無 形 固 定 資 産

２８４,９３４,６００

無 形 固 定 資 産 合 計 ２２,７３３

地 上 権 ４,３３３

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

５,９３５,００８

ソ フ ト ウ ェ ア １８,４００



３
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イ
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(2) 未 収 金 １,７７８,８１２

流 動 資 産 合 計 ７,７１３,８２０

資 産 合 計 ２９２,６４８,４２０

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ４６,３６３,７１９

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(4) 長 期 預 り 金 ２,６２６,７８３

企 業 債

企 業 債 合 計 ４６,３６３,７１９

(2) 他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計 ４９,０２０,７７８

そ の 他 の 長 期 借 入 金 １３,５０８

他 会 計 借 入 金 合 計 １３,５０８

１６,７６８

引 当 金 合 計 １６,７６８

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ４,１０８,１５３
企 業 債

企 業 債 合 計 ４,１０８,１５３

(2) 他 会 計 借 入 金

(4) 引 当 金

(3) 未 払 金 ４,７２４,５５６

琵琶湖流域下水道事業

(3) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 長 期 借 入 金 １２,２０７

他 会 計 借 入 金 合 計 １２,２０７
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(5) そ の 他 流 動 負 債 １０６,３６０

賞 与 引 当 金 ３１,２９６

８,９８８,４９５

繰 延 収 益

琵琶湖流域下水道事業

流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額 １１,４３０,０６４△  ２１７,８０９,２７８

(1) 長 期 前 受 金 ２２９,２３９,３４２

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３９７,８７７

繰 延 収 益 合 計 ２１７,８０９,２７８

負 債 合 計 ２７５,８１８,５５１

国 補 助 金 １１,５７７,２０５

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

１６,４０６,５６８

建 設 負 担 金 ３,７５８,６９１

他 会 計 補 助 金 １,０７０,６７２

資 本 合 計 １６,８２９,８６９

負 債 資 本 合 計 ２９２,６４８,４２０

利 益 剰 余 金 合 計 ２５,４２４

引 当 金 合 計 ３７,２１９

法 定 福 利 費 引 当 金 ５,９２３

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

１６,４３１,９９２

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２５,４２４

(2)

資 本 剰 余 金 合 計



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当事業年度より地方公営企業法（昭和27年法律第292号）の一部適用により、地方公営企業会計基準を適用して、予算を編成し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　(2) 無形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における琵琶湖流域下水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につい

　　　ては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 469,253千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成31年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

注 記

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）

琵琶湖流域下水道事業



　　なし

Ⅲ　平成31年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成32年度以降の元金償還額

　　　　平成32年度以降の一般会計の負担見込額

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントが琵琶湖流域下水道事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　　なし

琵琶湖流域下水道事業

５０，４７１，８７２千円

２６，６９９，６２２千円　※



（単位  千円）
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無 形 固 定 資 産 合 計 ２４,４２６

２９２,２７４,２７７

(2) 無 形 固 定 資 産

地 上 権 １,４２６

流 動 資 産

琵琶湖流域下水道事業

固 定 資 産 合 計

(1) 現 金 預 金 ４,１６７,８４９

有 形 固 定 資 産 合 計 ２９２,２４９,８５１

減 価 償 却 累 計 額  － ５８,７３５

建 設 仮 勘 定 ６,４８５,３８０

減 価 償 却 累 計 額  － ４,００３

工 具 器 具 お よ び 備 品 ５８,７３５

２０３,３９１,２８７

減 価 償 却 累 計 額  －

車 両 お よ び 運 搬 具 ４,００３

機 械 お よ び 装 置 ５０,１１２,４５７

減 価 償 却 累 計 額  － ５０,１１２,４５７

２０３,３９１,２８７

(1) 有 形 固 定 資 産

平成31年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定開始貸借対照表

（平　成　31　年　４　月　１　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ２３,０００

建 物 １２,２９４,２１５

土 地 １９,９０３,７７４

減 価 償 却 累 計 額  － １２,２９４,２１５

構 築 物



３
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(2) 他 会 計 借 入 金

(2)

流 動 資 産 合 計 ５,８７３,７４７

未 収 金 １,７０５,８９８

２９８,１４８,０２４

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計

建設改良費等の財源に充てるための ４６,９５６,４７２
企 業 債

企 業 債 合 計 ４６,９５６,４７２

そ の 他 の 長 期 借 入 金 ２５,７１５

流 動 負 債 合 計 ７,４８４,４２６

企 業 債

企 業 債 合 計 ４,８１７,８９４

固 定 負 債 合 計 ４９,７１４,２７０

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ４,８１７,８９４

２２,５１８

(3) 未 払 金 ２,６３５,２９８

繰 延 収 益

２２４,４３４,６９１

そ の 他 の 長 期 借 入 金 ８,７１６

他 会 計 借 入 金 合 計 ８,７１６

(1) 長 期 前 受 金

他 会 計 借 入 金 合 計 ２５,７１５

(3) 長 期 預 り 金 ２,７３２,０８３

(2) 他 会 計 借 入 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

琵琶湖流域下水道事業
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剰 余 金 合 計 １６,４０６,５６８

琵琶湖流域下水道事業

資 本 合 計 １６,５１４,６３７

負 債 資 本 合 計 ２９８,１４８,０２４

１,０７０,６７２

資 本 剰 余 金 合 計 １６,４０６,５６８

国 補 助 金

建 設 負 担 金

１１,５７７,２０５

３,７５８,６９１

他 会 計 補 助 金

２８１,６３３,３８７

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計 ２２４,４３４,６９１

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １０８,０６９

収 益 化 累 計 額  － ２２４,４３４,６９１



（単位  千円）

病院事業

補 助 金

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益１

３

６

負 担 金 交 付 金

そ の 他 医 業 外 収 益

４ 長 期 前 受 金 戻 入

２

１ 入 院 収 益

１８０,８２３

２,０９３,２６０

備　　　　　　　考

２

１３,５８３,４６６

２３,５４３,４００

外 来 収 益

３

２０,１１９,１３５

５,２３６,７４６

項 目

３,２１２,１６５

１,２９８,９２３

予　　　　定　　　　額

３,４５５

５２,６７０

そ の 他 医 業 収 益

２

受 取 利 息 配 当 金

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平 成 31 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（収　　 　入）

１

医 業 外 収 益

款

１

７４５,１３４５ 資 本 費 繰 入 収 益

１３６,８２３

２１２,１００３ 附 帯 事 業 収 益



備　　　　　　　考

３２,９１１１ 外 来 収 益

５７８２ 長 期 前 受 金 戻 入

１７８,６１１３ そ の 他 附 帯 事 業 収 益

予　　　　定　　　　額

病院事業

款 項 目



（単位  千円）

費

６ 研 究 研 修 費 １５３,００２

附 帯 事 業 費 用３

１

款 項 目

１ 病 院 事 業 費 用

（支　　 　出）

給 与 費

１１,４８６,４４２１ 給 与 費

１８９,０８６

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

雑 損 失

５,４０３,６５１２

長 期 前 払 消 費 税 償 却

５５,３６４５

６９４,８７７

１５５,５９１

３

２５３,７４６４

経 費

２２,９９１

支払利息および企業債取扱諸

１,７１６,１９３４

２１２,１００

３,８４１,６７１

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

医 業 費 用

病院事業

１

２

２ 医 業 外 費 用

１

２６２,５４９

２３,５６３,３００

２２,６５６,３２３

材 料 費

３



２,１７０

５

２

４ 減 価 償 却 費

３ １９,１８２

１,１２４

材 料 費

経 費

研 究 研 修 費

５３８

款 項 目 予　　　　定　　　　額

病院事業

備　　　　　　　考



（単位  千円）

備　　　　　　　考

１ １,９１７,３００

２４,５００負 担 金

１

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

企 業 債

項

２ 負 担 金

企 業 債

２４,５００

予　　　　定　　　　額

１,９４１,８００

目

１,９１７,３００

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

款

１

病院事業

１



（単位  千円）

備　　　　　　　考

３,８１８,２００

１,７２８,７３１１ 企 業 債 償 還 金

１,７２８,７３１

１ 資 本 的 支 出

２

２ 企 業 債 償 還 金

１ 建 設 改 良 費

３,０００５ 無 形 固 定 資 産 購 入 費

８５０,１７５４

（支　　 　出）

１ 建 物 費

款 項 予　　　　定　　　　額

２,０８９,４６９

１,２０４,８５８

有 形 固 定 資 産 購 入 費

３ 建 設 利 息 ４２０

病院事業

目

総 係 費 ３１,０１６



（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２,０７４,１０４

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ２,０５２,６０４

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ３,０００

病院事業

△ ７４５,１３４

２６２,５４９

未 収 金 の 増 減 額 △

支 払 利 息

１５５,５９１

引 当 金 の 増 減 額 ２８７,８５３

長 期 前 受 金 戻 入 額

長 期 前 払 消 費 税 償 却

平成31年度滋賀県病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ５１,８７８

減 価 償 却 費 １,７１６,７３１

利 息 の 支 払 額

△ １８１,４０１

３１,６４４

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ３,４５５

１２３,１２４

未 払 金 の 増 減 額 ７４,８２６

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

資 産 減 耗 費 ５５,３６４

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ３,４５５

２４,５００

資 本 費 繰 入 収 益

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１,２２０,４７２

小 計 １,４７９,５６６

△ ２６２,５４９



３

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

資 金 期 末 残 高 ５,１８６,１３２

資 金 増 加 額 ８９,２０６

資 金 期 首 残 高 ５,０９６,９２６

１,７２８,７３１

１,９１７,３００建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７４５,１３４

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ １２,３６５

病院事業

９２１,３３８

△



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (5) 4,199,984 4,654,862 8,854,846 1,701,963 10,556,809
1,131

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 3 12,949 11,376 24,325 5,335 29,660

合 計 1 (5) 4,212,933 4,666,238 8,879,171 1,707,298 10,586,469
1,134

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (4) 4,199,181 4,562,551 8,761,732 1,725,249 10,486,981
1,120

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － － － －

合 計 1 (4) 4,199,181 4,562,551 8,761,732 1,725,249 10,486,981
1,120

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 803 92,311 93,114 △ 23,286 69,828
11

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 3 12,949 11,376 24,325 5,335 29,660

合 計 －  (1) 13,752 103,687 117,439 △ 17,951 99,488
14

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当 単身赴任手当

本 年 度 97,079 392,691 85,120 1,088,117 770,871 496,645 100,760 368

前 年 度 92,331 393,057 80,274 1,079,268 740,233 496,801 100,995 360

手　当　の　内　訳 比　　較 4,748 △ 366 4,846 8,849 30,638 △ 156 △ 235 8

病院事業



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

病院事業

区　　分 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

宿 日 直 手 当 夜間勤務手当 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当

本 年 度 214,743 714,180 81,354 75,635 26,327 100 17,320 443,528

前 年 度 213,148 715,686 72,132 71,123 28,102 100 19,238 398,528

比　　較 1,595 △ 1,506 9,222 4,512 △ 1,775 － △ 1,918 45,000

区　　分 児 童 手 当

本 年 度 61,400

前 年 度 61,175

比　　較 225



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当
　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年12月１日

その他の増減分

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

現 に 在 職 す る 職 員 そ の 他

説 明 備 考

給 料 13,752 9,361

前年度  給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

1,049 71 1,120

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成30年４月１日

65,236

△ 60,845 職 員 構 成 の 異 動 等

△ 60,845千円 区　　分

14

手 当 103,687 28,701

計

本 年 度 1,049 85 1,134

前 年 度

74,986

病院事業

比　　較 － 14

前年度  扶養手当、初任給調整手当
 　改定実施時期　　 　 　        　平成30年４月１日



病院事業

医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3) 福 祉 職

482,899 317,547 294,987 321,050

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳）

区 分 行 政 職 研 究 職

42.0平 均 年 齢

平均給料月額

442,475 565,000 1,187,673 419,640 406,958

322,254 405,440

294,593 326,821

407,486平成30年12月１日現在 平均給与月額

42.5 49.5 47.1 42.2 38.0

平均給料月額

449,534 577,640 1,171,935 416,229 403,329

329,693 403,640 482,703 317,253

412,832平成29年12月１日現在 平均給与月額

43.0 48.5 47.1 41.9 37.8 42.8平 均 年 齢

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度
区　　　分 行 政 職 研 究 職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 福 祉 職

行 政 職 研 究 職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 福 祉 職

 154,400  174,600  162,300 153,000  153,800  154,400  174,600  162,300

 193,200  213,500

高　校　卒

 187,200  203,900  257,600  193,200  213,500

 153,000  153,800

 192,900大　学　卒  192,900  187,200  203,900  257,600



　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3) 福 祉 職
区 分

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

９ 級  1 1.0

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

８ 級  2 2.0

７ 級  4 3.9  － －

６ 級  5 4.9  12 7.3  13 2.0  －  －

５ 級  8 7.9  － －  56 34.2  70 11.0  －  －

４ 級  25 24.5  2 40.0  46 37.1
 (2)

12.8
 (1)

29.1  3 25.0
 21  185

３ 級
 (2)

38.2  3 60.0  40 32.2  58 35.4  204 32.0  3 25.0
 39

２ 級 9 8.8  － －  29 23.4  15 9.1  165 25.9  5 41.7

１ 級  9 8.8  － －  9 7.3  2 1.2  － －  1 8.3

計
 (2)

100.0  5 100.0  124 100.0
 (2)

100.0
 (1)

100.0  12 100.0
 102  164  637

９ 級  1 1.0

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

８ 級  1 1.0

７ 級  4 3.9  － －

６ 級  7 6.9  13 7.9  18 2.9  －  －

５ 級  9 8.8  － － 32.1  65 10.4  －  －

23.5  2 40.0  51 38.3
 (1)
 23

60.0  44

13.9 28.3  4 33.4

33.1  63

４ 級

38.2  194 30.9３ 級
 (2)

42.2  3  1 8.3
 43

２ 級 10 9.8  － －  31 23.3  13 7.9  173 27.5  6 50.0

１ 級  3 2.9  － －  7 5.3  － －  － －  1 8.3

100.0  12 100.0計
 (2)

100.0  5 100.0 100.0
 (1)

100.0
 165

病院事業

 133
 102

 53

 24
 (1)
 178

 (1)
 628



病院事業

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

区 分 4 級 3 級 2 級 1 級

総 長 副 院 長 副 医 長

医 療 職 (1) 病 院 長 部 長 医 員
副院長（困難） 医 長
部 長（困難） 副医長（困難） 医 員（困難）

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

区 分 合 計 行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3) 福 祉 職

職 員 数 (A)  1,060  104  5  134  164  641  12

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  907  90  3  104  130  571  9
本

年

度

2 号 給  34  4  －  6

8 号 給  40  1  1

 9  15 －

4 号 給  684  68  2  89  96  423  6
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  149  17 －  8  20  102  2

 1  5  31  1

比 率 (B)/(A) 85.6 86.5 60.0 77.6 79.3 89.1 75.0

職 員 数 (A)  1,046  103  5  132  162  632  12

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  863  88  5  95  138  527  10
前

年

度

2 号 給  46  4  －  9  10  22  1

 26  110

4 号 給  640  64  3  79  97

 5  －

 390  7
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  163  19  1  5

85.4 100.0 72.0

 2

8 号 給  14  1  1  2  5

85.2 83.4 83.3比 率 (B)/(A) 82.5



　　　(5) 特殊勤務手当 （平成30年12月１日現在　単位　％・円）

区 分 全 職 種 行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3) 福 祉 職

3.4 0.7 0.7 1.7 0.6 5.6 4.3給 料 総 額 に 対 す る 比 率

65.2 8.0 60.0 50.0 40.1 84.4 50.0支 給 対 象 職 員 の 比 率

支給対象職員１人当たり平均支給月額 26,236 36,433 6,853 39,563 6,135 27,005 35,300

支 給 額 の 多 い 手 当 夜間看護等手当、業務管理手当、放射線取扱手当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

多くの職員に支給されている手当 夜間看護等手当、放射線取扱手当、業務管理手当

　　　(6) 期末手当・勤勉手当 （単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計 職制上の段階、職務の 備 考
6 月 12 月 級等による加算措置

本 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

前 年 度
(1.075)
2.125

(1.225)
2.275

(2.30)
4.40

有

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

病院事業



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く。）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

病院事業

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

（2％～45％加算）

支　　　　給　　　　率　　　　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

　　　(8) その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

地 域 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当



（単位  千円）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他

総 合 病 院 病 院 整 備 事 業 1,057,052 　　　　　　－ － 平成32年度から 1,057,052 1,057,000 － 52

期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

273,149 － － 273,149

検 体 検 査 機 器 設 置 平成36年度まで

総 合 病 院 東 館 解 体 そ の 他 工 事 平成33年度まで

総 合 病 院 病 院 整 備 事 業 273,149 　　　　　　－ － 平成32年度から

－ － 974,184

施 設 総 合 管 理 業 務 平成34年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 974,184 　　　　　　－ － 平成32年度から 974,184

－ － 114,989

臨 床 検 査 業 務

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 114,989 　　　　　　－ － 平 成 32 年 度 114,989

505,809 － － 505,809

平成32年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業

医 事 業 務

　　　　　　－ － 平成31年度から

平成31年度

平成30年度 501,168

4,641

－ － 158,022

平成34年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業

物 品 管 理 業 務

158,022 　　　　　　－ － 平成32年度から 158,022

病院事業



( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

199,073－－199,073平成31年度から－　　　　　　－小児保健医療センター運営管理事業

小児保健医療センター病院整備事業 146,580 　　　　　　－ － 平 成 32 年 度 146,580 － － 146,580

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

病院事業

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

788,091 － － 788,091

－ － 244,428

手術室・中央滅菌室消毒滅菌業務 平成33年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 　　　　　　－ － 平成31年度から 244,428

248,019

平成30年度 241,446

平成31年度 2,982

平 成 30 年 度 平成31年度から － － 248,019

清 掃 業 務 平成32年度まで

平成31年度 1,792

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 96,726

患 者 給 食 業 務 平成34年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 －

平成29年度 369,342

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 788,091 －

48,702 　　　　　　－ 平成32年度から

　　　　　　－ 平成32年度から

小児保健医療センター病院整備事業 42,102 　　　　　　－ － 平 成 32 年 度

医 事 業 務 平成32年度まで

48,702

病 棟 寝 具 賃 借 平成34年度まで

48,702 － －

小児保健医療センター移転設計業務

42,102 － － 42,102

療育部・守山養護学校移転設計業務



( )

( )

( )

( )

( )

1,827

平成30年度 197,246

平成31年度

－ － 78,777

医 事 業 務 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 　　　　　　－ － 平成31年度から 78,777

－ － 1,394小児保健医療センター運営管理事業 5,544 平成29年度から

病 棟 カ ー テ ン 賃 借 平成30年度まで

病院事業

－ － 16,710

病 棟 寝 具 ・ 被 服 賃 借 平成30年度まで 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 44,924 24,610 16,710

－ － 135,774

平成32年度まで

院 内 保 育 所 運 営 業 務 204,135 平 成 30 年 度 45,700 平成31年度から 135,774

平成30年度 78,054

平成29年度から 平成31年度から

－ － 241,683

患 者 給 食 業 務 平成34年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 241,683 　　　　　　－ － 平成32年度から 241,683

－ － 28,340

平成32年度まで

1,374 平成31年度から 1,394

平成31年度 723

清 掃 業 務 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 平 成 30 年 度 14,040 平成31年度から 28,340

平成29年度 43,305

平成31年度 260



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ 出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ６,５４３

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ３,０８３

施 設 利 用 権 ５８３

有 形 固 定 資 産 合 計 ３０,９９３,３９６

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額  － ２４２,０２５

建 設 仮 勘 定 １,０６２,６６８

減 価 償 却 累 計 額 ７,４８４,２６０△    ３,４９９,８０２

リ ー ス 資 産 ２４２,０２５

減 価 償 却 累 計 額 １１,８２１△         １,３９６

工 具 器 具 お よ び 備 品 １０,９８４,０６２

減 価 償 却 累 計 額 ８８４,８２９△       ４４２,７８５

車 両 お よ び 運 搬 具 １３,２１７

減 価 償 却 累 計 額 ２３,２５７,５２１△  １９,５６３,３２２

構 築 物 １,３２７,６１４

病院事業

平 成 31 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　32　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４２,８２０,８４３

(1) 有 形 固 定 資 産



ロ

２

３

イ

イ

４

イ

病院事業

(3) 未 払 金 １,７５８,５３９

企 業 債

企 業 債 合 計 １,８２３,３８１

(2) リ ー ス 債 務 ５０,４１６

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,８２３,３８１

固 定 負 債 合 計 ２７,３２２,９３７

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ４,２５９,４２２

引 当 金 合 計 ４,２５９,４２２

(3) 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための ２２,８６０,０６９
企 業 債

企 業 債 合 計 ２２,８６０,０６９

(2) リ ー ス 債 務 ２０３,４４６

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ４０,２７９,０４４

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ８,２０４,３８７

貸 倒 引 当 金 ２６,８３２△         ２,９５７,４６１

(3) 貯 蔵 品 ６０,７９４

(2) 未 収 金 ２,９８４,２９３

(1) 現 金 預 金 ５,１８６,１３２

固 定 資 産 合 計 ３２,０７４,６５７

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,０７４,７１８

長 期 前 払 消 費 税 １,０６９,０１８



イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

資 本 合 計 ６,１１２,９４７

負 債 資 本 合 計 ４０,２７９,０４４

欠 損 金 合 計 １６,４５９,７７２

剰 余 金 合 計 １０,３０２,１４４△  

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,４５９,７７２

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４３,４５０

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,３８４,５１６

負 債 合 計 ３４,１６６,０９７

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 ８,８００

収 益 化 累 計 額 ２,２５３,９０８△    ２,３７５,７１６

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,６２９,６２４

流 動 負 債 合 計 ４,４５８,６４４

引 当 金 合 計 ６９９,８２２

(6) 預 り 金 ８６,３０２

賞 与 引 当 金 ５８７,３１４

法 定 福 利 費 引 当 金 １１２,５０８

４０,１８４

(5) 引 当 金

病院事業

(4) 前 受 金



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　　(3) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 845,845千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

注 記

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）

病院事業



　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成31年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は、それぞれ 242,025千円、 253,862千円である。

Ⅲ　平成31年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成32年度以降の元金償還額　　　　　　　２４，６８３，４５０千円

　　　　平成32年度以降の一般会計の負担見込額　　１４，００６，７９９千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成32年３月31日） （単位：千円）

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

病院事業

固 定 資 産

合　　　計

２５,００３,０２７ ２,１２０,６２９ ３,４００,２６６ １,５５０,７３５ ３２,０７４,６５７

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 200,712千円を支給するため、退職給付引当金 157,257千円を取り崩す。

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課 合　　　計

負 債 資 本 合 計 ２７,６３５,６５５ ５,４１８,３４６ ５,５９６,７９７ １,６２８,２４６ ４０,２７９,０４４

資 本 合 計 ２,４８６,７３９△    ３,７６０,７８３ ３,２８８,１６８ １,５５０,７３５ ６,１１２,９４７

１０,３０２,１４４△  

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

剰 余 金 １３,９０２,２６８△  １,２５０,８６６ ７９８,５２３ １,５５０,７３５

３４,１６６,０９７

繰 延 収 益 １,２２５,２８２ ４４,０６８ １,１１５,１６６  － ２,３８４,５１６

負 債 合 計 ３０,１２２,３９４ １,６５７,５６３ ２,３０８,６２９ ７７,５１１

５,５９６,７９７ １,６２８,２４６

４,４５８,６４４

固 定 負 債 ２５,２９１,５３３ １,１４８,９９７ ８３３,４２７ ４８,９８０ ２７,３２２,９３７

流 動 負 債 ３,６０５,５７９ ４６４,４９８ ３６０,０３６ ２８,５３１

病院事業

４０,２７９,０４４

流 動 資 産 ２,６３２,６２８ ３,２９７,７１７ ２,１９６,５３１ ７７,５１１ ８,２０４,３８７

資 産 合 計 ２７,６３５,６５５ ５,４１８,３４６



（単位  千円）

１

２

３

４

病院事業

(3) 雑 損 失 ６４８,５３１ １,０９８,３８６

(2) 長 期 前 払 消 費 税 償 却 １５８,３４３

医 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ２９１,５１２

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 １２４,４９６ ３,２５６,２４４

(5) 資 本 費 繰 入 収 益 ７７０,６５２

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 １９３,５４７

(3) 負 担 金 交 付 金 ２,１１０,２６４

(2) 補 助 金 ５３,４１０

(1) 受 取 利 息 配 当 金 ３,８７５

医 業 損 失 ２,４０３,６０７

医 業 外 収 益

(6) 研 究 研 修 費 １３８,２７９ ２１,６９７,４１０

(4) 減 価 償 却 費 ２,１９２,４９８

(5) 資 産 減 耗 費 ４１,３５５

(3) 経 費 ３,３３４,１０６

(2) 材 料 費 ４,９６９,２５８

医 業 費 用

(1) 給 与 費 １１,０２１,９１４

(3) そ の 他 医 業 収 益 １,２６６,８８１ １９,２９３,８０３

(2) 外 来 収 益 ５,１７５,８４７

(1) 入 院 収 益 １２,８５１,０７５

平 成 30 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

医 業 収 益



５

６

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,４０７,８９４

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １６,１８３,７２４

当 年 度 純 損 失

経 常 損 失 ２２４,１７０

(5) 研 究 研 修 費 １,０１９ ２１５,０４６ ２,１７９,４３７

２２４,１７０

(1) 給 与 費 １９２,２９３

(2) そ の 他 附 帯 事 業 収 益 １９９,０５９ ２３６,６２５

(4) 減 価 償 却 費 ６１８

(3) 経 費 １８,３１０

(2) 材 料 費 ２,８０６

病院事業

(1) 外 来 収 益 ３７,５６６

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用



（単位  千円）
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平 成 30 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４２,７１４,３１１

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ８６０,９６３△       ４６６,６５１

車 両 お よ び 運 搬 具 １３,２１７

減 価 償 却 累 計 額 ２２,２７９,６８３△  ２０,４３４,６２８

構 築 物 １,３２７,６１４

減 価 償 却 累 計 額 ７,７９５,７５０△    ３,４９８,０３６

減 価 償 却 累 計 額 １１,０７０△         ２,１４７

工 具 器 具 お よ び 備 品 １１,２９３,７８６

有 形 固 定 資 産 合 計 ３０,６２４,６８８

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 ４１,８２８

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 １,６７５

施 設 利 用 権 ８５７

長 期 前 払 消 費 税 １,０５４,８５９

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,０６０,５５９

出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ５,４０９

病院事業



２

３

イ

イ

４

イ

イ

固 定 資 産 合 計 ３１,６９０,６５６

流 動 資 産

病院事業

(3) 貯 蔵 品 ６０,７９４

(2) 未 収 金 ２,８６１,１６９

(1) 現 金 預 金 ５,０９６,９２６

資 産 合 計 ３９,６８５,３０５

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ７,９９４,６４９

貸 倒 引 当 金 ２４,２４０△         ２,８３６,９２９

建設改良費等の財源に充てるための ２２,７８３,７２０
企 業 債

企 業 債 合 計 ２２,７８３,７２０

固 定 負 債

(1) 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金 ４,０１３,２６３

引 当 金 合 計 ４,０１３,２６３

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,７１１,１６１

固 定 負 債 合 計 ２６,７９６,９８３

流 動 負 債

(3) 前 受 金 ４０,１８４

(2) 未 払 金 １,６８３,７１３

企 業 債

企 業 債 合 計 １,７１１,１６１

賞 与 引 当 金 ５５４,３４７

(4) 引 当 金



ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

法 定 福 利 費 引 当 金 １０６,３７３

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,６０５,４２４

流 動 負 債 合 計 ４,１８２,０８０

引 当 金 合 計 ６６０,７２０

(5) 預 り 金 ８６,３０２

繰 延 収 益 合 計 ２,５４１,４１７

負 債 合 計 ３３,５２０,４８０

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 ８,５００

収 益 化 累 計 額 ２,０７２,５０７△    ２,５３２,９１７

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４３,４５０

欠 損 金 合 計 １６,４０７,８９４

剰 余 金 合 計 １０,２５０,２６６△  

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,４０７,８９４

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

病院事業

資 本 合 計 ６,１６４,８２５

負 債 資 本 合 計 ３９,６８５,３０５



（平　成　31　年　３　月　31　日）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。）

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 618,776千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

病院事業

注 記



　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成30年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成31年度以降の元金償還額　　　　　　　２４，４９４，８８１千円

　　　　平成31年度以降の一般会計の負担見込額　　１４，０５９，３３７千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで） （単位：千円）

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

病院事業

合　　　計

医 業 収 益 １５,１４４,６４７ ２,６２６,９９９ １,４２６,０５２ ９６,１０５ １９,２９３,８０３



（※）経営管理課から各病院に配賦している本部経費（本部費配賦額）については、各病院においては費用に、経営管理課においては収益となるが、同一会計内での

　　　資金移動となり、病院事業会計全体としては収益および費用とはならないため、重複分については経営管理課から控除している。

　３　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成31年３月31日） （単位：千円）

医 業 損 失 １,５３５,５６５ ３１７,２２４ ５５０,１２８ ６９０ ２,４０３,６０７

医 業 費 用 １６,６８０,２１２ ２,９４４,２２３ １,９７６,１８０ ９６,７９５ ２１,６９７,４１０

医 業 外 費 用 ９２０,６９５ １０７,９３４ ６８,２２７ １,５３０ １,０９８,３８６

医 業 外 収 益 ２,１１１,２７９ ４５１,０２７ ６９１,７１８ ２,２２０ ３,２５６,２４４

附 帯 事 業 費 用  － ２１５,０４６  －  － ２１５,０４６

附 帯 事 業 収 益  － ２３６,６２５  －  － ２３６,６２５

当 年 度 純 損 失 ３４４,９８１ ４７,４４８△         ７３,３６３△          － ２２４,１７０

経 常 損 失 ３４４,９８１ ４７,４４８△         ７３,３６３△          － ２２４,１７０

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,８３３,３０６ ６４０,３６８△       ２１４,９５６  － １６,４０７,８９４

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １６,４８８,３２５ ５９２,９２０△       ２８８,３１９  － １６,１８３,７２４

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課 合　　　計

固 定 資 産 ２４,４８３,５９５ ２,０８７,６７８ ３,５６８,６４８ １,５５０,７３５ ３１,６９０,６５６

病院事業

流 動 資 産 ２,３７９,１３８ ３,３２３,２５０ ２,２２７,１５０ ６５,１１１ ７,９９４,６４９



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　なし

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 155,466千円を支給するため、退職給付引当金 72,522千円を取り崩す。

合　　　計

病院事業

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

固 定 負 債 ２４,６７１,５７４ １,１３０,８１６ ９５９,７１２ ３４,８８１ ２６,７９６,９８３

資 産 合 計 ２６,８６２,７３３ ５,４１０,９２８ ５,７９５,７９８ １,６１５,８４６ ３９,６８５,３０５

繰 延 収 益 １,３１５,６６５ ４５,５９６ １,１８０,１５６  － ２,５４１,４１７

流 動 負 債 ３,３４２,９５６ ４４０,７３１ ３６８,１６３ ３０,２３０ ４,１８２,０８０

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

負 債 合 計 ２９,３３０,１９５ １,６１７,１４３ ２,５０８,０３１ ６５,１１１ ３３,５２０,４８０

資 本 合 計 ２,４６７,４６２△    ３,７９３,７８５ ３,２８７,７６７ １,５５０,７３５ ６,１６４,８２５

剰 余 金 １３,８８２,９９１△  １,２８３,８６８ ７９８,１２２ １,５５０,７３５ １０,２５０,２６６△  

負 債 資 本 合 計 ２６,８６２,７３３ ５,４１０,９２８ ５,７９５,７９８ １,６１５,８４６ ３９,６８５,３０５



（単位  千円）

金

平 成 31 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

給 水 収 益

７０４

５８８

款

工 業 用 水 道 事 業 収 益

工業用水道事業

１

備　　　　　　　考

１１９,４８７

長 期 前 受 金 戻 入

４,２８３

１,１９７,８００

５,３１１

１

予　　　　定　　　　額

１

１,０７８,３１３

目

２

１,００４,２２２

７４,０９１２

項

そ の 他 の 営 業 収 益

消費税および地方消費税還付

１０８,６０１

１ 営 業 収 益

（収　　 　入）

２ 営 業 外 収 益

雑 収 益

３

他 会 計 負 担 金

５

４

受 取 利 息 お よ び 配 当 金



（単位  千円）

費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３ 雑 支 出

１,０６３,７００

（支　　 　出）

工業用水道事業

工 業 用 水 道 事 業 費 用

２

１

１

款

５４,２２０４ 資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

予　　　　定　　　　額 備　　　　　　　考

１３３,８３７１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

２６,３２２

２

２３,１６８２

２,８４６

３０８

１

３ 減 価 償 却 費 ５４４,７４６

３０４,５７５

１,０３７,３７８営 業 費 用

項 目

業 務 費



（単位  千円）

９５,６００

工業用水道事業

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

諸 収 入

項 予　　　　定　　　　額

補 助 金

６,０００１ 国 補 助 金

（収　　 　入）

款

９４,１８５他 会 計 貸 付 金 償 還 金

１０１,６００

工 事 負 担 金 １,４１５

６,０００１

１

２

２

資 本 的 収 入

１

備　　　　　　　考目



（単位  千円）

有 形 固 定 資 産 購 入 費

総 係 費

３８９,７００２ 構 築 物 費

２ 企 業 債 償 還 金

７,４１７３ 固 定 資 産 購 入 費

１９,７９７

１９,７９７１ 企 業 債 償 還 金

７,４１７１

１ 建 設 改 良 費 ４０５,８８６

１６,１８６１

備　　　　　　　考

４３３,１００１ 資 本 的 支 出

予　　　　定　　　　額款 項 目

（支　　 　出）

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）

工業用水道事業

△

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

未 払 金 の 減 少 額

４,２８３

小 計

２,８４６

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５１３,３３９

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

５１１,９０２

△

２,８４６

未 収 金 の 増 加 額 ２,０００

△ ５,６９５

△ ８９９

１０８,６０１

６２９

６,７０５

△ ４,２８３

△ ４２,７８１

３５,５８９

た な 卸 資 産 の 増 加 額

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

９８,５６５

平成31年度滋賀県工業用水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

当 年 度 純 利 益

３,２２０

５４４,７４６減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ １６,３００

１６１

△

賞 与 等 引 当 金 の 増 加 額

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

支 払 利 息

利 息 の 支 払 額



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

５,７６２,２２３

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ １９,７９７

５,５８０,３８４

△ １９,７９７

△

１９４

１８１,８３９

４１３,１０９

９４,１８５

７,４１５

３１１,７０３

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

工業用水道事業

資 金 期 末 残 高

△

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

△

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

他 会 計 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

給 与 費 明 細 書

比　　較

合 計

－

2,245

△ 468

資 本 勘 定 支 弁 職 員

本 年 度

 11

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

140,324

11,369

△ 479

損 益 勘 定 支 弁 職 員

20,217

手 当

50,312

資 本 勘 定 支 弁 職 員

5,81727,408

47,789

5,340

法 定 福 利 費
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

工業用水道事業

手　当　の　内　訳

計

17,44441,536

42,449 92,761

特 別 職

 (1)

－ 2

48,119

職 員 数

－

一 般 職

－

－

 12

 (1)
 14

 (1)

7,892

58,204

2,741 15,973

33,225

△ 8,147 △ 17,252

83

2,538

時 間 外 勤 務
手 当

126,210

17,476

△ 3,044

89,655

特殊勤務手当

105,993

13,232

110,237

107,099

△ 11,070

△ 14,176

△ 889

685

△ 5,116

14,803 9,963

2,740

勤 勉 手 当

10,852

△ 1,733

4,965 16,536

住 居 手 当

69

期 末 手 当地 域 手 当

616

16,039

 15
64,158

△ 5,954

1
2,193

4

 (－)

 (1)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 △ 2

－

扶 養 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員  (－)

△ 1

区　　分

合 計 52,905

913 32

△ 6,029

117,063

△ 3,076

23,261

3,106 3,138

△ 14,114

5,461

4,828

通 勤 手 当

74

△ 202

4,4861,777

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

△ 9 △ 633



千円 千円 千円 千円 千円 千円

休日勤務手当

前 年 度

160

1,860

管 理 職 員
特別勤務手当

784

21

6,639

－ △ 28

249

比　　較

5

5

本 年 度

夜間勤務手当区　　分

221

管 理 職 手 当

33

工業用水道事業

5,711

児 童 手 当退 職 手 当

△ 928

805

1,700

3

30

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

本 年 度

△ 1

－

説 明

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

現 に 在 職 す る 職 員区　　分

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成30年４月１日

－

職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳

計

14

－

前年度

比　　較

507

△ 6,961

工業用水道事業

区 分

△ 5,116

△ 5,954

手 当

給 料 351

656

△

増 減 額

　　２　給料および手当の増減額の明細

△ 5,623

14

15

△ 1

 扶養手当
　 改定実施時期　　 　 　        　平成30年４月１日

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

6,961千円

15

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年12月１日



行 政 職区 分

高 校 卒

339,868

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

 187,200

一般会計の制度

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成29年12月１日現在

区 分

439,681

平成30年12月１日現在

工業用水道事業

45.8

平均給与月額

平 均 年 齢

平均給料月額

大 学 卒

平均給与月額

行 政 職

（単位　円・歳）

46.8

418,638

行 政 職

 153,000

 187,200

328,842  153,000

平均給料月額

平 均 年 齢



構　成　比

 6.7

区 分
職　員　数

行 政 職

 3
20.0

 1

６ 級

 2

 1

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

 2

 (1)

 1

6.7

13.3

 15

6.7

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

 2

13.3

 (1)

6.7

13.3

 －

２ 級

４ 級 40.0

20.0

33.3

工業用水道事業

７ 級

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

２ 級

100.0

５ 級

 1

6.7

 15

13.3

 (1)
３ 級

計

 6

１ 級

 (1)
100.0

計

７ 級

６ 級

５ 級

 －

 2

４ 級

３ 級

１ 級

 5

 1

 3



 －

（困 難）
技 師

（困 難）

 (高 度）
主任技師係 長

 8

 1

 1

主 幹

3 級

係 長
主 査

（困 難）

 7

主 事
 (高 度）

主 事

1 級

主任主事

主任主事
主任技師

(B)/(A)

2 号 給

（困 難）

2 級4 級

課長補佐

 2

技　　師

 14

主 幹

行 政 職

比 率

8 号 給

6 級

課 長

(B)/(A)

行 政 職

工業用水道事業

昇 給 に 係 る 職 員 数

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

4 号 給

(B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

区 分

8 号 給

6 号 給

2 号 給

課長補佐

 6

 －

6 号 給

（困 難）

4 号 給

職 員 数

参 事

(A)

 15

71.4

職 員 数

(A)

 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

　　　(4) 昇　　給

区 分

7 級

（単位　人・％）

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

5 級

53.3

 10



（平成30年12月１日現在　単位　％・円）

(2.35)
4.45

有

工業用水道事業

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

13.0

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.225

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分

1,469支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度

0.0

支給額の多い手当

級等による加算措置
職制上の段階、職務の

前 年 度

毒物および劇物取扱手当

(1.175)
2.225

(1.075)
2.125

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.30)
4.40

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

6 月
備 考

毒物および劇物取扱手当

12 月

（単位　月）

(1.225)
2.275

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

有

　　　(5) 特殊勤務手当

(2.35)
4.45

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

25年勤続の者

47.70933.27075

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度

工業用水道事業

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

24.586875

20年勤続の者

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等

（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

24.586875 47.709 47.709

47.709

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

33.27075

（単位　月）



（単位  千円）

( )

11,528 － － 11,528管 路 点 検 業 務 11,528 － 平 成 32 年 度

高 宮 ラ イ ン 管 路 更 新 工 事 業 務

－

彦 根 工 業 用 水 道 改 良 事 業 15,000 － 平 成 32 年 度 15,000 － － 15,000－

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

国 補 助 金企　業　債金　　額 期　　　　間 金　　額 そ　の　他期　　　　間

52,286浄 水 場 運 転 管 理 業 務 76,128

吉川浄水場排水処理施設運転管理業務 1,398

平成30年度まで

1,398

平成31年度から 52,286 － －

平成32年度まで

平成28年度から

平成31年度

平成27年度

1,491

135,738

－ －平 成 32 年 度 1,398－－

工業用水道事業



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

８,９７４

１,３２６

１１１,９６６

１,３３６

５,０１３,３００△    

１,３０６,１３８

７１２,９２９５９３,２０９△       

１１３,３５９

７,９１１,００９

２,０００

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 お よ び 装 置

水 利 権

投 資 そ の 他 の 資 産

３３,９４０

(1)

工 具 器 具 お よ び 備 品

(3)

１,４６２,１９３

６,４７５,４９３

４,１２９,０４２

５７

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

４７３,２８９

地 上 権

３,４０４

１３,５６１,３３４

１,１２３,２５６

９,４３２,２９２△    

２,０７８△           

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

出 資 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

工業用水道事業

(2)

施 設 利 用 権

平 成 31 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

２４,９６６△         

固 定 資 産



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

２２

３０,５９５

８,０５４,９６３

２０,０８１

２０,０８１

５,８６０,９１６

１３,９１５,８７９

３０７,３１２

６５０,９８９

１４２,０５６

５０８,９３３

９５,３３４

１０６,２８７

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１４２,０５６

２８,５７３

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

預 託 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

資 産 合 計

(1)

退 職 給 付 引 当 金

未 収 金(2)

固 定 資 産 合 計

(3)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

現 金 預 金

企 業 債

流 動 資 産

引 当 金(2)

(1)

修 繕 引 当 金

(1)

固 定 負 債 合 計

工業用水道事業

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債

企 業 債 合 計

負　　　　債　　　　の　　　　部

８,６９３

５,７６２,２２３

貯 蔵 品

９０,０００

長 期 貸 付 金



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

２,５５４,７２５

８,９２６,２９６

１０５,３１０

６８８,９７５

１,６３７,７１０

１,６３７,７１０

８０,２６７

８,５２７

１５,１６２

４６,７４２

２６６,０２６

２３,０５３

５００

１９８,７０３

３３

(1) 長 期 前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債

(3)

工業用水道事業

受 贈 財 産 評 価 額

特 別 修 繕 引 当 金

流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

引 当 金

１,３５７,８１２

８６８,４６８

収 益 化 累 計 額

未 払 金

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

賞 与 等 引 当 金

収 益 化 累 計 額

８０,９３９

４８９,３４４△       

資 本 金

(2)

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

８４９,０５８

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

６７２△              収 益 化 累 計 額

剰 余 金

(1)

１６０,０８３△       

１５２,０２７

工 事 負 担 金



イ

ロ

ハ

１３,９１５,８７９

１１８,３６２

２,０３１,４４６

２５７,３７０

負 債 資 本 合 計

工業用水道事業

１１,３６１,１５４

２,４３４,８５８

２,１７７,４８８

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

２７,６８０利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

注 記

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）

工業用水道事業

１

２

３

(1)

(2)

(2)

(1)

１９０,９５６千円

９５,３３４千円

２６５,２６４千円

(3)

(4)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成31年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成31年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

工業用水道事業

(5)

(1)

４

１

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成32年３月31日）

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

１,８７６,１９５

２,３３３,５１１

９,４８４,９５９

１１,５８２,３６８

１,２５１,８３５

１,２５０,６２４ ６,８０４,３３９

１,０８２,８８７

２,３３３,５１１

１３４,６９０

５９,１４６

２６３,４８０

４５７,３１６

４,７７８,０２９

１１,５８２,３６８

５１６,２９９

２０６,８８０

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

２,４３４,８５８

１１,３６１,１５４

８,９２６,２９６

１３,９１５,８７９

７,６７４,４６１

６２４,３６０ １,８１０,４９８

工 業 用 水 道 事 業 計

（単位　千円）

工業用水道事業

２

１,６３７,７１０

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

１

４３千円

３９千円

８２千円

８,０５４,９６３

１,３７４,２３０

２,０９７,４０９

５,８６０,９１６

２,５５４,７２５

２６６,０２６

６５０,９８９

１３,９１５,８７９



Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として２２,０１１千円を支給するため、退職給付引当金２０,７０３千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場沈殿池防水工事等を執行するにあたり、修繕引当金４２,７８１千円を取り崩す。

１

２

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

３

４

その他未処分利益剰余金変動額 ２３,５２７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２０８,７８９

１８５,２６２当 年 度 純 利 益

経 常 利 益 １８５,２６２

(2) 雑 支 出 ２５５ ６,２１８ １０９,１９３    

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ５,９６３

(4) 雑 収 益 ６６５ １１５,４１１

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １０９,４９０

(2) 他 会 計 負 担 金 ７１４

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ４,５４２

営 業 利 益 ７６,０６９

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 ３,３２６ ９７２,６６９

(3) 減 価 償 却 費 ５５８,１８５

(2) 業 務 費 ２８４,７４５

営 業 費 用

(1) 総 係 費 １２６,４１３

(1) 給 水 収 益 ９０６,５９６

１,０４８,７３８(2) そ の 他 の 営 業 収 益 １４２,１４２

工業用水道事業

平 成 30 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

営 業 収 益



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

工業用水道事業

出 資 金 ２,０００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権 ７２

無 形 固 定 資 産 合 計 １１９,２８９

水 利 権 １１７,１４３

地 上 権 ２,０７４

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 ８６６,３６３

有 形 固 定 資 産 合 計 ８,０７５,６２０

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３３,１１９

減 価 償 却 累 計 額 ２８,７４８△         ４,３７１

車 両 運 搬 具 ３,４０４

減 価 償 却 累 計 額 １,５７７△           １,８２７

機 械 お よ び 装 置 ６,４７８,８１４

減 価 償 却 累 計 額 ４,８０７,６５２△    １,６７１,１６２

構 築 物 １３,４６２,２０８

減 価 償 却 累 計 額 ９,１４４,６６９△    ４,３１７,５３９

建 物 １,３０６,１３８

減 価 償 却 累 計 額 ５６５,０６９△       ７４１,０６９

土 地 ４７３,２８９

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

平 成 30 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ 建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１９,７９７

流 動 負 債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計 １９,７９７

引 当 金 合 計 ５５６,７４３

固 定 負 債 合 計 ７１８,８８０

特 別 修 繕 引 当 金 １１４,７４４

修 繕 引 当 金 ３３０,３６５

退 職 給 付 引 当 金 １１１,６３４

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１６２,１３７

企 業 債 合 計 １６２,１３７

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 ５,６７６,１７８

資 産 合 計 １３,９９５,８６７

(3) 貯 蔵 品 ７,７９４

(2) 未 収 金 ８８,０００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 ５,５８０,３８４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １２４,７８０

固 定 資 産 合 計 ８,３１９,６８９

預 託 金 ２２

工業用水道事業

長 期 貸 付 金 １２２,７５８



イ

ロ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

工業用水道事業

受 贈 財 産 評 価 額 ３３

資 本 剰 余 金 合 計 ２５７,３７０

国 庫 補 助 金 １５２,０２７

工 事 負 担 金 １０５,３１０

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 ８,９０２,７６９

剰 余 金

負 債 合 計 ２,７３３,２７８

資　　　　本　　　　の　　　　部

長 期 前 受 金 合 計 １,７３９,０２４

繰 延 収 益 合 計 １,７３９,０２４

受 贈 財 産 評 価 額 ８０,９３９

収 益 化 累 計 額 ５６１△              ８０,３７８

工 事 負 担 金 ８５２,０６３

収 益 化 累 計 額 １３５,９９１△       ７１６,０７２

国 庫 補 助 金 １,３５５,１２５

収 益 化 累 計 額 ４１２,５５１△       ９４２,５７４

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 ２７５,３７４

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ４２,７８１

引 当 金 合 計 ５０,６７９

賞 与 等 引 当 金 ７,８９８

(3) 引 当 金

(2) 未 払 金 ２０４,３９８



イ

ロ

ハ

資 本 合 計 １１,２６２,５８９

負 債 資 本 合 計 １３,９９５,８６７

利 益 剰 余 金 合 計 ２,１０２,４５０

剰 余 金 合 計 ２,３５９,８２０

建 設 改 良 積 立 金 １,８６５,９８１

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２０８,７８９

利 益 積 立 金 ２７,６８０

(2) 利 益 剰 余 金

工業用水道事業



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

(2)

３

(1)

２１０,７６８千円

１１１,６３４千円

３０８,７１６千円

１

２

(1)

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

注 記

(4)

(2)

工業用水道事業

(3)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成30年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

(5)

４

(1)

工業用水道事業

１

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成31年３月31日）

３９,２０９

１４,９９０

１４４

１００,４２１

６,０７４

５１,７０６ １３３,５５６

２

１,０４８,７３８

９７２,６６９

工 業 用 水 道 事 業 計

営 業 費 用

営 業 収 益

彦根工業用水道事業

（単位　千円）

南部工業用水道事業

１９７,５２２

１６０,６６２

８５１,２１６

８１２,００７

営 業 外 収 益

営 業 利 益

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

（単位　千円）

工 業 用 水 道 事 業 計

３６,８６０

５１,７０６ １３３,５５６

 － ２３,５２７

５１,７０６ １５７,０８３

７６,０６９

１１５,４１１

６,２１８

１８５,２６２

１８５,２６２

２３,５２７

２０８,７８９

その他未処分利益剰余金変動額

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

工業用水道事業

固 定 資 産

流 動 資 産

１,１９３,８２３ ７,１２５,８６６

３

８,３１９,６８９

１,１３３,０２２ ４,５４３,１５６ ５,６７６,１７８

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として１２,０２５千円を支給するため、退職給付引当金１１,３９８千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場２系沈殿池汚泥搔寄機修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金４０,９７５千円を取り崩す。
かきよせ

１,２５１,８３５ ７,６５０,９３４

５９６,２０３ １,７６３,６１７

１,８４８,０３８ ９,４１４,５５１

２,３２６,８４５ １１,６６９,０２２

７１８,８８０

２７５,３７４

工業用水道事業

固 定 負 債

流 動 負 債

５７３,５１８

資 産 合 計

５９,８２３ ２１５,５５１

４３千円

８２千円

１１,２６２,５８９

１３,９９５,８６７

８,９０２,７６９

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

２,３２６,８４５ １１,６６９,０２２ １３,９９５,８６７

２,３５９,８２０

１,７３９,０２４

２,７３３,２７８

１

２,２５４,４７１

繰 延 収 益

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

１４５,３６２

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

２７３,６２２ １,４６５,４０２

４７８,８０７

１

２

１２５千円



（単位  千円）

平 成 31 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

項 目

１

１ 営 業 収 益

営 業 外 収 益

（収　　 　入）

款

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

水道用水供給事業

１

給 水 収 益

３

１

２

４

備　　　　　　　考

２８９,９９０

他 会 計 負 担 金

６,９６３

５,０８９,１００

４,７９９,１１０

予　　　　定　　　　額

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

４,７９９,１１０

１,８７６

長 期 前 受 金 戻 入

２,１１０

１０,８９８受 託 工 事 収 益

２６８,１４３

２

５ 雑 収 益



（単位  千円）

費

４

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１

２

４

３

２

項

１ 営 業 費 用

備　　　　　　　考

４,１３８,４６６

４,４５５,６００

予　　　　定　　　　額

３９２,２２５

３１７,１３４

２６,０７３

２,２９１,６４９

１,４２８,５１９

受 託 工 事 費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

４００雑 支 出

１６８,１０１

１０,８９８

１３７,７３５１

１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

資 産 減 耗 費

業 務 費

３ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

款 目



（単位  千円）

（単位  千円）

１ 補 助 金

１ 国 補 助 金

１０５,０００

総 係 費

１０５,０００

構 築 物 費

企 業 債 償 還 金１

水道用水供給事業

項 予　　　　定　　　　額

１０５,０００

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

１

款

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

２

（支　　 　出）

款 項 目

備　　　　　　　考目

予　　　　定　　　　額 備　　　　　　　考

１,９９９,０００１ 資 本 的 支 出

７４６,５８７

３７,４８６

３７,４８６

１,２１４,９２７１ 建 設 改 良 費

１６５,２７３

１,０４９,６５４

７４６,５８７２ 企 業 債 償 還 金

１

１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費

３ 固 定 資 産 購 入 費



（単位  千円）

１

２

資 産 減 耗 費

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

１３７,７３５

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

賞 与 等 引 当 金 の 増 加 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

支 払 利 息

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

未 収 金 の 増 加 額

た な 卸 資 産 の 増 加 額

９８,６１９

△ ５２,３９３

水道用水供給事業

平成31年度滋賀県水道用水供給事業予定キャッシュ･フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

５３４,９９０

２,２９１,６４９

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

（平成31年４月１日から平成32年３月31日まで）

△ １,０６４

△ ５,０００

△ ６４,６９５未 払 金 の 減 少 額

２６,０７３

１５３

７,３８０

△ ６,９６３

△

△ ４３,４５２

１,８８９

△ ２６８,１４３

６,９６３

２,６５６,７７８

２,５２６,００６

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１３７,７３５

小 計

利 息 の 支 払 額



３

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

１,１４７,４１３投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１０５,０００

△ ４,４８５

△有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 １,２４７,９２８

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

水道用水供給事業

資 金 増 加 額

△

資 金 期 首 残 高

１１,３４３,５７５

６３２,００６

１０,７１１,５６９

資 金 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ７４６,５８７

△ ７４６,５８７

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

(

(

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　１　総　　　括

区　　分

給 与 費 明 細 書

775

水道用水供給事業

比　　較

前 年 度

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手　当　の　内　訳

13,321

7,018

－

2,082

6,742

7,581 16,761

△ 563

79,850

321,312

10,025

19,628

957 6339

 49

9,411

10,2171,248

26,170

78,512

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

470,836

51,176

特 別 職

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 55
1  (2)

1

 36

 (4)

職 員 数

 (1) 150,935

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計手 当

278,2911

一 般 職

27,418

180,759

127,356

5
－

住 居 手 当

(1)
1

6

地 域 手 当

268,970

 (4)

18,290

52,432 330,723

53,403

410,614

132,323 159,741

490,464

58,468

9,321

72,178

2,227

特殊勤務手当

291

8,969

6,579

149,524

時 間 外 勤 務
手 当

－

626

期 末 手 当

△    3) 2,742

55,807

216,534

2,661

2,708

229,855

 (1)

124,614

78,920

144,356

－ 18

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

扶 養 手 当

17,718

△    2)

 19
－

 31

1

法 定 福 利 費

123,354

90

1,3384,969

36,624

勤 勉 手 当

18,4332829,250

2,723

52,342

392,324175,790

通 勤 手 当

本 年 度 39,347 19,066



千円 千円 千円 千円 千円 千円

19,913

△ 3

夜間勤務手当

5,580

△ 2,781

退 職 手 当

2,41517,132

区　　分 休日勤務手当

本 年 度

28－比　　較

2,351102843前 年 度 21

21

△ 160

管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当

5,740

64

99871

水道用水供給事業

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

児 童 手 当



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

6－

計

－

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額

3,246

4,969

給 料

前年度

 9,896千円

備 考

比　　較 6

現 に 在 職 す る 職 員

49

手 当

13,321

水道用水供給事業

説 明

1,193

前 年 度

職 員 構 成 の 異 動 等

1,723

55

区 分

 扶養手当

本 年 度

9,896

区　　分

　　２　給料および手当の増減額の明細

2,232

－

そ の 他

55

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成30年４月１日

49

前年度
　 改定実施時期　　 　 　        　平成30年４月１日

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年12月１日



行 政 職

平均給料月額

339,868

439,681

　　３　給料および手当の状況

区 分

328,842

46.8

平成30年12月１日現在

　　　(1) 職員１人当たり給与

平 均 年 齢

418,638

平成29年12月１日現在

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

45.8

平 均 年 齢

 187,200

高 校 卒

大 学 卒  187,200

 153,000

行 政 職 区 分
一般会計の制度

（単位　円・歳） （単位　円）

水道用水供給事業

行 政 職

　　　(2) 初　任　給

 153,000



構　成　比

行 政 職

 51

 (1)

（単位　人・％）　　　(3) 級別職員数

9.8

区 分
職　員　数

8.2

４ 級

 1８ 級

27.5

16.3

３ 級

５ 級

 (1)
３ 級

１ 級

２ 級

７ 級

100.0

30.6４ 級

18.4

 8２ 級

 (3)
 15

 2

計

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

 9

 49

16.3

4.1

 8

 (4)

８ 級

 8

 4

６ 級

 (2)

１ 級

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

 4

 1

７ 級

計

2.0

3.9

 5

100.0

4.1

23.5
 12

５ 級

 2

 2

2.0

 (1)

15.7

水道用水供給事業

7.8

9.8 5

 14

６ 級



（困 難）

比 率

(B)

2 号 給

職 員 数

4 号 給

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

8 号 給

59.2

(B)/(A)

号 給 数 別 内 訳

 33

課 長

 24

号 給 数 別 内 訳

 1

区 分

本

年

度

 20

昇 給 に 係 る 職 員 数

 46 号 給

 3

行 政 職

 55

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

2 号 給

 29

 4

前

年

度

 49

4 号 給

(B)

昇 給 に 係 る 職 員 数

6 号 給

次 長

(A)

(A)

8 号 給

8 級

比 率

職 員 数

3 級

主任技師

主任技師

主 査
主任主事

主任主事

6 級

技　　師
（困 難）

 (高 度）

2 級

(B)/(A)

7 級区 分

（困 難）

行 政 職

参 事

 1

60.0

課長補佐

 5

水道用水供給事業

技 師

係 長

（困 難）
主 事

（困 難）  (高 度）

主 事課長補佐 主 幹

主 幹 係 長

5 級 4 級 1 級



(2.30)
4.40

(2.35)
4.45

支給額の多い手当

区 分

　　　(5) 特殊勤務手当 （平成30年12月１日現在　単位　％・円）

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

毒物および劇物取扱手当

1,469

毒物および劇物取扱手当

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(1.175)
2.225

(1.225)
2.275

12 月

(1.175)
2.225

(1.075)
2.125

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.0

13.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

支 給 対 象 職 員 の 比 率

水道用水供給事業

6 月

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

本 年 度

(1.175)
2.225

有

有

備 考支　 給　 率　 計

（単位　月）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

差 異 の 内 容

47.709

最 高 限 度

（2％～45％加算）

47.709

（単位　月）

47.709支　　　　給　　　　率　　　　等

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

水道用水供給事業

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

　　　(8) その他の手当

47.709

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875

33.2707524.586875

33.27075



（単位  千円）

( )

( )

( )

( )

－ 平 成 32 年 度 378,000 170,000 117,150

吉川浄水場耐震対策その１工事

馬渕浄水場排水処理設備更新工事

水口浄水場排水処理設備更新工事

水 道 用 水 改 良 事 業 378,000 －

朝国導水ポンプ場電動機更新工事

水 道 用 水 改 良 事 業 59,00059,000 － －

－

－ 平 成 32 年 度

－ 675,000 300,000 －平 成 32 年 度

水道用水供給事業

平 成 30 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 31 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

4,619,130水 道 用 水 建 設 事 業 4,619,130 1,680,000

期　　　　間 金　　額

平成32年度から

375,000

吉川浄水場耐震対策工事現場技術
業務

水 道 用 水 改 良 事 業 675,000 － 平 成 32 年 度

－平 成 32 年 度 16,000

59,000

平成34年度まで

16,000 － 16,000

期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

－ 2,939,130－－

管 路 点 検 業 務 21,490 －

－

21,490

675,000 300,000

90,850

375,000

平 成 32 年 度 21,490 － －

－

－

－

－

－

蒲生日野ライン鋳物師２工区管路
更新工事

水 道 用 水 建 設 事 業

水 道 用 水 改 良 事 業 675,000



浄 水 場 運 転 管 理 業 務 260,724 平成31年度から 179,064 － － 179,064平成28年度から

平成32年度まで

吉川浄水場排水処理施設運転管理業務 5,591 － 5,591

平成30年度まで

平成31年度 5,104

平成27年度 466,448

5,591平 成 32 年 度 － －

水道用水供給事業

－



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

３６８

２,１３４,７６８

６６３

４,８７６,４２４

２,１４５,６６８△    

２２,０９４△         

２９５△              

２６,４６１

５６,３２３,４９６

２６,１４３,９５０

４,３６７

２９,０７７,８５９△  

１３６,９２６

３９０,６３１

２,７３０,７５６

７,６９２,３５１

２７,２４５,６３７

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

(2)

２５３,７０５△       

水 利 権

機 械 お よ び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

１６７

４６３,２６７

１３,６７７

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

４４９,４２３

２,０５０,９５１

４１,９９６,１２４

構 築 物

１８,４５１,５９９△  

水道用水供給事業

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

(1)

平 成 31 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　32　年　３　月　31　日）

地 上 権

工 具 器 具 お よ び 備 品

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

１,４１１,６３５

２５０,９６９

(2)

(3)

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

７,６１０,６７０

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

７０４,８７３

出 資 金

８９５,４０２

４２,４７３,６５７

２６,８５４

９,０２２,３０５

(1)

特 別 修 繕 引 当 金

７,６１０,６７０

１４,２００

６６

１１,３４３,５７５

(1)

(2)

１４,２６６

４７０,０００

５４,３１４,０８６

負　　　　債　　　　の　　　　部

水道用水供給事業

企 業 債

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

未 収 金

(1)

預 託 金

企 業 債

資 産 合 計

１１,８４０,４２９

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

現 金 預 金

貯 蔵 品

固 定 負 債

２６５,２６４退 職 給 付 引 当 金



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 流 動 負 債

４,７３５,４６３

１６,２０６

１５,５２６,６１５

１０６,８０９△       

４２９,８７８

５,５５０△           

３４６,６１８

１,４６２,４６７△    

８３,２６０△         

７７,７３５

５００

企 業 債 合 計 ７０４,８７３

(4)

引 当 金

４,７３５,４６３

２１,７５６

修 繕 引 当 金 ５０,４０２

１３８,８１４

(1)

賞 与 等 引 当 金 ２５,５８５

特 別 修 繕 引 当 金 ６２,８２７

１,７６８,８４７

引 当 金 合 計

国 庫 補 助 金 ５,６７５,９７９

そ の 他 補 助 金

６４,３３０

４６,９１３

１３,５７６△         

１６,２７５△         

水道用水供給事業

(3)

(2)

長 期 前 受 金

９２４,６６０

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

流 動 負 債 合 計

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額 ４,２１３,５１２

寄 附 金 １５３,７２２

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

６１,４６０

負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額 ５０,７５４



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

工 事 負 担 金

３２,２４３,０９２

利 益 剰 余 金

５４,３１４,０８６

４,８２７,０３７

３,８１７,７５４

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

２,０１９

資　　　　本　　　　の　　　　部

２,０４３

(2)

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

水道用水供給事業

３８,７８７,４７１

６,５４４,３７９

１,７１７,３４２資 本 剰 余 金 合 計

１,００９,２８３当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

３

１９０,９５６千円

９５,３３４千円

２６５,２６４千円

(2)

(3)

(4)

（平 成 32 年 ３ 月 31 日）

注 記

水道用水供給事業

１

２

(1)

(2)

(1)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成31年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成31年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として６０,５８４千円を支給するため、退職給付引当金５６,６６０千円を取り崩す。

(5)

水道用水供給事業

１

１１１千円

１０１千円

２１２千円

(1)

１

４



特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、南津田導水ポンプ場ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金３３,６６９千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、南津田導水ポンプ場ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金５２,３９３千円を取り崩す。

水道用水供給事業

２

３



（単位  千円）

１

２

３

４

水道用水供給事業

その他未処分利益剰余金変動額 ８８１,９６９

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,３５６,２６２

当 年 度 純 利 益 ４７４,２９３

経 常 利 益 ４７４,２９３

(3) 雑 支 出 ４４３ １５３,８２９ １６１,４６４      

(2) 受 託 工 事 費 １４,３４０

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 １３９,０４６

(6) 雑 収 益 ２,１４６ ３１５,２９３

(5) 受 託 工 事 収 益 １４,３４０

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 ２９０,０２６

(3) 他 会 計 負 担 金 ２,１４１

(2) 他 会 計 補 助 金 ５

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ６,６３５

営 業 利 益 ３１２,８２９

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 ９２,２６１ ４,０８２,０６８

(3) 減 価 償 却 費 ２,２４０,２９２

(2) 業 務 費 １,３７９,７６２

営 業 費 用

(1) 総 係 費 ３６９,７５３

(1) 給 水 収 益 ４,３９４,８９７ ４,３９４,８９７

平 成 30 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

営 業 収 益



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

無 形 固 定 資 産 合 計 ４８１,５１５

地 上 権 １１,１２５

施 設 利 用 権 １９０

水 利 権 ４７０,２００

有 形 固 定 資 産 合 計 ４３,１４１,９５７

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ２３９,７３８△       １３９,８０２

建 設 仮 勘 定 １,３０７,９５２

減 価 償 却 累 計 額 １４６△              ５１７

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３７９,５４０

減 価 償 却 累 計 額 ２０,７１２△         ５,７４９

船 舶 ６６３

減 価 償 却 累 計 額 １７,６４５,７９２△  ８,２１８,１４４

車 両 運 搬 具 ２６,４６１

減 価 償 却 累 計 額 ２７,８４２,６５９△  ２８,４８２,５５７

機 械 お よ び 装 置 ２５,８６３,９３６

減 価 償 却 累 計 額 ２,０４７,４５８△    ２,８５７,６０７

構 築 物 ５６,３２５,２１６

土 地 ２,１２９,６２９

建 物 ４,９０５,０６５

(1) 有 形 固 定 資 産

水道用水供給事業

平 成 30 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ 建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

７４６,５８７

水道用水供給事業

流 動 負 債

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計 １,５２７,２６７

固 定 負 債 合 計 ９,８４２,８１０

特 別 修 繕 引 当 金 ２７２,７４７

修 繕 引 当 金 ９４５,８０４

退 職 給 付 引 当 金 ３０８,７１６

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

８,３１５,５４３

企 業 債 合 計 ８,３１５,５４３

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 １１,２０２,３５９

資 産 合 計 ５４,８４０,０９７

(3) 貯 蔵 品 ２５,７９０

(2) 未 収 金 ４６５,０００

(1) 現 金 預 金 １０,７１１,５６９

固 定 資 産 合 計 ４３,６３７,７３８

流 動 資 産

預 託 金 ６６

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １４,２６６

出 資 金 １４,２００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

負 債 合 計 １６,５８７,６１６

長 期 前 受 金 合 計 ４,８９８,６０６

繰 延 収 益 合 計 ４,８９８,６０６

受 贈 財 産 評 価 額 ６４,３３０

収 益 化 累 計 額 １１,３５１△         ５２,９７９

寄 附 金 １５５,２９１

収 益 化 累 計 額 ９５,３２５△         ５９,９６６

工 事 負 担 金 ４２９,８７８

収 益 化 累 計 額 ６９,３１７△         ３６０,５６１

そ の 他 補 助 金 ７７,７３５

収 益 化 累 計 額 １２,２０６△         ６５,５２９

他 会 計 補 助 金 ２１,７５６

収 益 化 累 計 額 ４,０８４△           １７,６７２

国 庫 補 助 金 ５,５８２,９３１

収 益 化 累 計 額 １,２４１,０３２△    ４,３４１,８９９

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 １,８４６,２００

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ５２,３９３

引 当 金 合 計 １０９,７５８

賞 与 等 引 当 金 ２３,６９６

特 別 修 繕 引 当 金 ３３,６６９

(3) 引 当 金

水道用水供給事業

(2) 未 払 金 ９８９,３５５

企 業 債 合 計 ７４６,５８７



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

負 債 資 本 合 計 ５４,８４０,０９７

水道用水供給事業

剰 余 金 合 計 ６,８９１,３５８

資 本 合 計 ３８,２５２,４８１

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,３５６,２６２

利 益 剰 余 金 合 計 ５,１７４,０１６

建 設 改 良 積 立 金 ３,８１７,７５４

資 本 剰 余 金 合 計 １,７１７,３４２

(2) 利 益 剰 余 金

工 事 負 担 金 ２,０１９

受 贈 財 産 評 価 額 ２,０４３

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３１,３６１,１２３



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金(4)

(2)

２１０,７６８千円

１１１,６３４千円

３０８,７１６千円

(2)

(3)

３

(1)

(1)

水道用水供給事業

１

２

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

注 記



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成30年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として３３,２３２千円を支給するため、退職給付引当金３１,３５５千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、朝国共同施設増圧ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金２８,２６６千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場ろ過池ろ材入替工事等を執行するにあたり、修繕引当金４８,８６３千円を取り崩す。

(5)

４

(1)

水道用水供給事業

１１１千円

２１２千円

３２３千円

１

１

２

３


